
後期高齢者医療制度
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　保険料は、被保険者個人ごとにかかりま
す。被保険者全員が負担する「被保険者均
等割額」と、被保険者の所得に応じて負担
する「所得割額」の合計額が保険料になり
ます。年額６４万円が上限です。

対象者の所得要件（対象者の所得要件同一世帯内の被保険者
および世帯主の軽減対象所得金額の合計額） 軽減割合 軽減後の

均等割額（年額）

４３万円（基礎控除額）＋１０万円�×（給与所得者等の数－１）以下 ７割 １万６，７０６円

４３万円（基礎控除額）＋２８．５万円
� ×被保険者数＋１０万円×（給与所得者等の数－１）以下 ５割 ２万７，８４３円

４３万円（基礎控除額）＋５２万円
� ×被保険者数＋１０万円×（給与所得者等の数－１）以下 ２割 ４万４，５４９円

※�下線部の計算式は、同一世帯内の被保険者または世帯主が、給与所得または公的年金などに係る所得を有す
る場合に適用されます。

7月中旬に保険料の決定通知を郵送します
　保険料は、令和２年中の所得金額と世帯の状況をもとに算
定し、決定します。

【保険料の納付方法】
　原則として特別徴収（年金天引き）です。
　しかし、年金受給額などにより普通徴収（納付書払いや口
座振替）に変わっていることがあるため、必ず決定通知書を
確認してください。
　年金天引きや納付書払いから口座振替への変更を希望する
人は、役場住民課に問い合わせください。国民健康保険で口
座振替を利用していた人が、引き続き後期高齢者医療制度で
も口座振替を希望する場合は、再度申請が必要です。

世帯の所得状況に応じて、保険料は軽減されます
【均等割額の軽減】

【被用者保険の被扶養者だった人の保険料】
　後期高齢者医療制度に加入する前日まで、会社
などの健康保険の被扶養者だった人は、被保険者
均等割額が５割軽減となります。また、所得割額
はかかりません。

　被用者保険とは、全国健康保険協会管掌健康保
険、組合管掌健康保険、船員保険、共済組合のこ
とです。国民健康保険、国民健康保険組合は該当
しません。

後期高齢者医療制度の対象は次の人です。
○７５歳の誕生日を迎えた人
○６５歳以上７５歳未満で一定の障がいについて
　広域連合の認定を受けた人

 問い合わせ先　福岡県後期高齢者医療広域連合 ☎６５１－３１１１　役場住民課 ☎９６３－１７３３（直）
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後期高齢者医療制度

８月１日から被保険者証が「紫色」になります
【旧（水色）】
有効期限
　７月３１日（土）

【新しい被保険者証（紫色）】
有効期限　８月１日（日）～
　　　　　　令和４年７月３１日（日）

【旧】有効期限
　７月３１日（土）

【新】有効期限
　８月１日（日）～令和４年７月３１日（日）

【限度額適用・標準負担額減額認定証とは】
　入院などの費用を医療機関の窓口で支払うときに、
あらかじめ自己負担を軽減することができます。
【対象】
　世帯全員が住民税非課税である人
【更新の場合】
　本年度も対象となる人には７月下旬に郵送します。

　福岡県の後期高齢者１人当たりの医療費は全国１位
で、保険料も高くなっています。ジェネリック医薬品
を使うと、薬代の軽減につながります。ジェネリック
医薬品への切り替えについては、まずは医師や薬剤師
に相談してください。

【ジェネリック医薬品（後発医薬品）とは】
　最初に作られた薬（先発医薬品）の特許期間が過ぎ
たあとに、厚生労働省の認可のもと製造・販売される
薬のことです。先発医薬品と同じ有効成分を使った、
品質、効き目、安全性が同等で、低価格な薬です。

新規申し込みの際は、役場で手続きが必要です。
【必要なもの】
　被保険者証、マイナンバーがわかるもの
【申込先】
　役場住民課

７月下旬に
役場から郵送

被保険者証と別便で役場から郵送

限度額適用・
　標準負担額減額認定証の更新は８月です

薬代軽減のためのポイント
ジェネリック医薬品（後発医薬品）をご存知ですか

▲役場住民課の窓口で配布しています

７月３１日（土）までに届かない場合は、役場住民課に問い合わせください。
※��保険料に滞納がある場合などは被保険者証を役場住民課まで受け取りに
来ていただくことがあります。
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